




A Consideration of the Economic Education, in view of  
the Connection of High School and University
— The Analysis of “Politics and Economy” at High School and the Prospect 




In present Japan almost all people enter high schools after they graduate from  ju-
nior high schools, and one of two people enters a university after they graduate from 
high schools. The university education in Japan is right on “universal stage”. Under 
such circumstances it is important to pay attention to the elementary and secondary 
education as readiness of the higher education.
Our purpose is to consider the economic education, in view of the connection of 
high school and university. Therefore we investigate mainly the economic education at 
high school, based on the text critique of “politics and economy” and the questionary 
survey. Through this investigation, we deﬁne the problems to be improved at high 
school, furthermore pursue a way of “economics” as general education at university 
































































































































































































































科目 世界史 日本史 地理 現代社会 政治・経済 倫理






















よく理解できた  7（ 8.43％）
ほぼ理解できた 43（51.81％）
あまり理解できなかった 31（37.35％）






























































































































52 55 27 11   資本主義 
2   社会主義 
3   ニューディール政策 
4    世界恐慌 
5    市場経済 
6    寡占 
7   非価格競争 
8   外部不経済 
9    社会資本 
10    景気変動 
11    株式会社 
12    取締役 
13    GDP 
14     GNP 
15    国富 
16   外国為替市場 
17   インフレとデフレ
18  直接税と間接税 
19   財政政策 
20  累進課税制度 
21    予算 
22   財政投融資 
23    国債 
24   金融政策 
25   高度経済成長 
26   グローバル化 
27  多国籍企業 
28   発展途上国 
29   国際収支 
30    WTO 












































































































































































第1章　家計の経済学 ― どうすればお金を増やせるか ?
希少性 Scarcity ― 資源は有限、人間の欲望は無限
インセンティブ Incentive ― 人間の選択は損得に左右される
効率的な選択 Economic Choice ― たくさんの選択肢からどれを選ぶ
取引とお金 Trade and Money ― 取引とはみんなが得をするシステム
労働 Labor ― 給料は雇用主と労働者の気持ちで決まる
税金 Tax ― 道路、橋、学校、公共サービスの提供に必要なお金
利息 Interest ― 預金の金利はガマンに対する見返り
第2章　企業の経済学 ― 経営者は利潤の最大化を目指す
起業家 Entrepreneur ― より大きな報酬のために起業する
企業 Enterprise ― 個人的欲望の充足 V.S. 利潤の獲得
企業は競争する Productivity ― 競争が技術進歩と経済成長を生む






家計と銀行 Savers and borrowers ― あなたの信用で利息は決まる
企業と銀行 Financial intermediaries ― 銀行はお金の仲介者
金利 the rate of interest ― 金利は景気のブレーキとアクセル
パーソナルファイナンスで見る金利 Personal Finance ― 固定金利と変動金利
第4章　政府の経済学 ― 政府も市場も失敗する
パーソナルファイナンス 国債編 Personal Finance/Government bond 
　　　　　　　　　　　　　　　― 国債の利回りで景気がわかる
財政政策 Fiscal Policy ― 政府は企業の代わりに公共財を作る
経済成長と生産性の向上 Improvement of productivity 
　　　　　　　　　　　 ― 企業は生産性の向上をめざし、政府は経済成長を目指す
市場の失敗 Market Failure ― 市場は不完全だった、そして政府も不完全だった
第5章　貿易の経済学 ― 日本は再び鎖国できるか ?
貿易 International trade ― 自由貿易は世界全体の生活を豊かにする










































































































































































ミナー No.653 』（特集 : 経済学 NEW 門）日本評論社、2010年4･5月号、p.25。
⑿ Voluntary NATIONAL CONTENTS STANDARDS IN ECONOMICS, National Council on 







の経済教育の実際が明確にわかる。 Advanced Placement Economics Teacher Resource 
Manual 3rd ed. Council for Economic Education, 2009など。
⒃ アメリカの経済教育は、プラグマティックに市民社会（市場経済社会）への適応の
みに終始しているところがあるが、こうした歴史的視点に立った教育は、アメリカ
の経済教育とは一線を画すものとして評価されるべきである。
⒄ とりわけ大学受験主導の授業と学習に教師も生徒も縛られているということ、「政
治・経済」担当の教員が大学時代に「経済学」を専門的に学んだ者（経済学部出身
者）が少なく皆無に近いということ等は看過できないところであろう。
⒅ 日本の戦前の教育制度では、教養教育は3年制の旧制高校で、専門教育は同じく3年
制の大学で6年かけて行われていた。しかし、戦後の新制大学ではそれらは4年間で
行われるようになった。しかも、学問も社会も飛躍的に高度化・複雑化し、増大し
続ける要請や期待に、大学は4年間という時間的制約の中で応えねばならない訳で
ある。そこに日本の高等教育の「制度的・構造的な矛盾」があると日本学術会議、
日本の展望委員会・知の創造分科会の提言「21世紀の教養と教養教育」（2010年4
月）は指摘する。この指摘は、専門職業人の育成に必要な高度の専門的水準を保証
する教育課程は、実質的には学士課程（4年）＋修士課程（2年）の6年を要するも
ので、それは戦前の 旧制高校（3年）＋旧制大学（3年）の教育課程の6年に相当す
ることを暗示している。そして、この学士課程への高校教育（小中学校を含む初等
中等教育）の接続を視野に入れた柔軟な学士課程の制度設計がいま求められている
のである。
